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はじめに 

 

・ ガイドラインの位置づけ 

➢ 本ガイドラインは、美しく住みよい足立区を目指して、防犯環境設計を基

準にした考え方（以下、「防犯設計」という。）を定め、防犯に配慮したま

ちづくりを推進するものである。 

 

・ 対象範囲と内容 

➢ 道路の整備、公園の整備、駐車場・駐輪場の整備、共同住宅（集合住宅も

共同住宅に準ずる。以下、「集合住宅」という。）の整備、住宅地開発、建

設中の現場等を対象とする。 

➢ これらの施設に関する防犯設計による具体的な設計・計画方法について記

すものである。 

➢ 特に開発事業者との事前協議における基準として活用することを前提と

している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策体系 

防犯まちづくり推進地区認定制度 

防犯設計タウン認定制度 

足立区防犯設計 

ガイドライン 

・足立区宅地開発事業調整条例 

  第２４条１項 

・足立区集合住宅の建築及び管理に関する条例 

第２５条３項（マンション） 

第３９条３項（ 寄 宿 舎 ） 

第５７条２項（特定長屋） 

・足立区環境整備基準 

第５条 

・足立区公共施設等整備基準 

第１２条２項（４）号 

・足立区集合住宅の建築及び管理に関する条例 

第２５条３項（マンション） 

第３９条３項（ 寄 宿 舎 ） 

第５２条２項（特定長屋） 

防犯に係る認定制度等 

関連 

足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例 

安心・安全まちづくり推進要綱 警察庁 

ビューティフル・ウィンドウズ運動推進アクションプログラム 
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1． 防犯設計について 

 

（１）防犯環境設計とは 

 

① 概要 

➢ 建物や道路の物理的環境の設計（ハード的手法）により、犯罪を予防する

設計手法である。 

➢ 住民や警察、自治体などによる防犯活動（ソフト的手法）と合わせて総合

的な防犯環境の形成をめざすもので、欧米では、CPTED（Crime 

Prevention Through Environmental Design：環境設計による犯罪予

防）と呼ばれ、1970 年代から進められている。 

➢ 日本では 1980 年ごろから取り組みが開始された。2000 年ごろから、

防犯まちづくりの主な手法として警察庁を中心に取り上げられ、現在では

多くの都道府県で基準づくりが進められている。 

 

② 基本原則 

➢ 「視認性の確保」「領域性の強化」「接近の制御」｢被害対象の強化・回避｣

という、４つの手法を組み合わせて実施することが原則である。これらの

関係は、下図のように表すことができる。 

 

犯罪を企てる者の動きを限定し、被
害対象への接近を妨げ、犯罪の機会

を少なくする。 

接近の制御 

周囲からの見通しや照明、自然な視線を確

保して、犯罪を企てる者が、常に人に見ら
れている可能性のある環境をつくる。 

視認性の確保 

地域住民によるコミュニティ形成や環境の維

持管理活動を促し、犯罪を企てる者に｢防犯意
識が高い地域｣と感じさせる環境をつくる。 

領域性の強化 

破壊されにくい建物部品や防犯設

備等を設置して、侵入等の機会を減
らす。 

被害対象の     
強化・回避 
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（２）防犯設計による基本的な設計・計画の方法 

 

① 視認性の確保の方法 

・ ゾーニングや配置計画の工夫 

→ 死角となる部分を排除し、出入り口（避難階段や開放廊下等を含

む）に対する隣接建物や通り等からの目線を確保する。 

・ 素材や形の工夫 

→ 柵などに透過性のある素材を活用したり、植栽の配置や形態を工

夫することにより、見通しを確保する。 

・ 補助器具の設置 

→ 防犯カメラを設置する。また、ミラーなどの設置などにより見通

しの確保を補完する。 

・ 明るさの確保 

→ 照明灯・街路灯・防犯灯などにより夜間における適切な明るさを

確保する。また、周囲の建物などからの明かりを活用する。 

・ 管理の徹底 

→ 住民などによる施設の維持管理により、日常的に管理者の目線が

行き届くようにする。 

→ 植栽の剪定、照明の清掃などの管理・点検を徹底し、見通しの確

保を維持する。 

 

② 領域性の強化の方法 

・ ゾーニングや配置計画の工夫 

→ 舗装や植栽、柵などにより空間を区分し、セミプライベートの空

間を配置したり、目線が感じられる空間を形成する。 

→ 住宅や店舗など、建物等の用途をまとめることにより、コミュニ

ティー形成のしやすい市街地を形成する。 

→ 体系的に道路網を構成し、建替え時の壁面後退・隅切りやクルド

サック※など私的領域性及び防災性の高い道路空間を形成する。 

・ 管理の徹底 

→ 住民などによる施設の維持管理や、管理人の配置および適切な管

理により、部外者が心理的に領域性を感じるようにする。 

 

※ フランス語で「袋小路」の意味。自動車は通り抜け出来ないが、末端で U ターン可

能になっており、主に周辺の区画に住む居住者が使用するものとして整備された道路

を指す。端部に人が通り抜けられる通路を確保する場合もある。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/U%E3%82%BF%E3%83%BC%E3%83%B3
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③ 交通の制御の方法と接近の制御の方法 

・ ゾーニングや配置計画の工夫 

→ 壁面後退などにより建物等を敷地境界から離したり、柵やフェン

ス、植栽など、視界を妨げない範囲で物理的な障害を設置する。 

→ 開口部やベランダ、開放廊下の配置計画や、それらに接近を容易

にする、足場となるもの（エアコンの室外機等）などを排除する

ことにより、建物内に容易に侵入できる経路をなくす。 

→ 市街地の土地利用や道路網の体系化により、匿名性の高い繁華街

や幹線道路から居住地を離す。 

→ コミュニティーゾーンの形成など、交通制御による安全なみちづ

くりを進めることで、まちの防犯性の向上を図る。 

・ 補助器具の設置 

→ オートロックや自動ゲートの設置、センサーライト、門灯や防犯

ブザーの設置などにより、出入り口（避難階段などを含む）を管

理する。 

・ 交通の制御 

→ 狭窄、シケイン、イメージハンプなどの設置により、交通の制御

を図る。 

・ 接近の制御 

→ ガードレール、植栽・花壇の設置により、接近の制御を図る。 

・ 犯罪企図者への周知 

→ 看板などを設置し、防犯対策を強化していることを広報し、犯罪

企図者に知らしめる。 

・ 管理の徹底 

→ 管理者の常駐や定期的な見回りにより、監視を顕在化させるとと

もに、出入り口の施錠等の管理や、柵を乗り越える足場となるよ

うな状況の改善などを行なう。 
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④ 被害対象の強化の方法 

・ 素材や形の工夫 

→ ドアの構造や鍵・錠の強化により、防犯性を高める 

→ 防犯性の高い窓ガラスを使用する。 

・ 補助器具の設置 

→ 面格子の設置などにより、窓等の開口部の防犯性を高める。 

→ 盗難防止装置（チェーン用バーラックなど）の導入を図る。 

→ 緊急通報装置を設置する。 

→ 防犯ベルの設置 

・ 住民･施設利用者に対する啓発 

→ 防犯措置の実施を周知し確実なものとする。 

 

 

（３）防犯設計の実用の留意点 

 

 

➢ ソフトの取り組みと一体となった、防犯性の高い空間を維持する。 

 

・ 施設管理の仕組みを検討 

→ 施設の利用に合わせて維持管理を徹底する。 

 

 

➢ 様々な要素の相互関係を総合的に捉え、バランスを重視する。 

 

・ 効果的な手法の選択と組み合わせを検討 

→ 植栽の剪定による視認性の確保と囲い込みによる領域性の確保及

び接近の制御の両立、フェンスの素材や位置の検討による視認性

の確保と接近の制御の両立など。 

・ 防犯以外の要素とのバランスを検討 

→ 視認性の確保とプライバシー確保、私的空間化による領域性確保

と災害時の避難動線確保など、相反する要素の共存を検討する必

要がある。 



6 / ３２ 

 

2． 防犯に配慮したまちづくりの進め方 

 

（１）区・事業者・区民の役割 

 

➢ 足立区ユニバーサルデザインのまちづくり条例における区、区民等、事業

者の責務を踏まえ、防犯に配慮したまちづくりの実現においては、それぞ

れが以下のような役割を担う。 

 

【区の役割】 

・ 防犯性の高い環境形成に関する調査及び研究に努めるとともに、基本

的かつ総合的な施策を策定し、これを計画的に実施する。 

・ 区民等および事業者が、協働による防犯性の高い環境形成を推進する

ために必要な施策を講じるよう、努める。 

【区民等の役割】 

・ 協働による防犯性の高い環境形成の取り組みに参画するように努める。 

・ 自らの創意工夫により、日頃から防犯性の高い環境形成に努めるとと

もに、地域、警察および区が実施する施策に協力するように努める。 

【事業者の役割】 

・ 事業者は、自らが行なう事業活動において、防犯性の高い環境形成に

貢献するよう努めるとともに、区が実施する施策に協力するように努

める。 

 

➢ 区、区民等、事業者が、それぞれの役割を踏まえ、相互に意見を交換しな

がら、防犯性の高い施設整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 

区民等 事業者 

区：開発に対する指導等 

事業者：基準等に基づく整備 

区：考え方の周知 

区民等：日常的な管理等の協力 

区民等：計画に対する理解、協力 

事業者：計画に関する説明 
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（２）基本となる検討のステップ 

① 新たな市街地整備における検討 

➢ 本ガイドラインは、基本的に、市街地整備事業において防犯設計の考え方

を導入する際に用いるものである。 

よって一般的には、区民等、事業者、区の三者の中では、まず事業者と区

が協議を行なうことになる。 

➢ 整備後、利用の段階においては、施設の管理者は、区民等へ移行する。 

これを踏まえ、防犯性の高い空間を維持していくために、事業者および区

は、可能な限り地域コミュニティーや近隣居住者とのコミュニケーション

を図り、さらに、新たに移転してくる新住民を対象とした協定の締結など

を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 既成市街地における検討 

➢ 既成市街地においては、防犯設計の考え方を導入するに当たり、住民、区、

専門家によるまち歩きなどの防犯診断や区民等が主体的に検討した内容

に合わせ、対策を講じていく。 

その区域において開発事業が行われる場合は、区民等と区の取り組みにつ

いて、事業者に対して説明し、協力を要請することが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 

事業者 

防犯設計の考え
方導入に関する
協議等 

事前説明や管
理協定等への
参加呼びかけ 

管理協定等 
の締結 

新区民等 

 

 

区 

 
事業者 

防犯設計の考え
方導入に関する
協議等 

管理協定等へ
の参加や協力
の要請 

本ガイドライ
ンに基づく協
議と管理協定
等の締結 

地域住民 
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（３）ＰＤＣＡサイクルによる有効な空間維持 

 

➢ ＰＤＣＡサイクルとは､下記の１）→４）を順次行って、最後の Act を次

の PDCA サイクルにつなげ、螺旋を描くように 1 周ごとにサイクルを向

上（スパイラルアップ、spiral up）させて、継続的に業務改善していく

ことである。 

 

1） Plan（計画）：従来の実績や将来の予測な

どをもとにして業務計画を作成する 

2） Do（実行）：計画に沿って業務を行う 

3） Check（評価）：業務の実施が計画に沿っ

ているかどうかを確認する 

4） Act（改善）：実施が計画に沿っていない

部分を調べて処置をする 

 

➢ 既成市街地における防犯環境の形成では、「はじめの C」から始めるＰＤ

ＣＡサイクルとなる。 

 

➢ はじめの Check（評価）の実施に当

たっては、区民等や事業者が防犯診

断を実施して、市街地における防犯

上の課題を把握することが重要であ

る。 

 

1） はじめの Check（評価）： 

→まちの現状に関する評価を行なう 

例：「住民、区、専門家によるまち歩

き防犯診断」など 

2） Plan（計画）： 

→計画の策定・改定を行なう 

 ※計画の内容＝目標像と目標期間 

        開発計画・行動計画 

例：「ゴミのない、花のある街を３年で造る」「暗がりのない街にする」など 

3） Do（実行）： 

→計画に基づく整備・管理を行う 

→改善策に基づく整備・管理を行う 

例：「門掃き運動」「花いっぱい作戦」「２２時まで門灯を消さない町宣言」な

ど 

Plan 

（計画） 

Do 

(実行) 

 

Act 

(改善) 

 

Check 

(評価) 

 

Plan 

（計画） 

Do 

(実行) 

 

Act 

(改善) 

 

Check 

(評価) 

 

はじめの 

Check 

(評価) 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%9E%BA%E6%97%8B
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4） Check（評価）： 

→監理によるモニタリングを行なう 

→｢気にかける｣ことによるモニタリングを行なう 

例：住民アンケートやＰＴＡ、子ども会からのヒアリング、「夜の街点検」な

ど 

5） Act（改善）： 

Check に基づく改善策の検討を行なう 

例：アンケートなどに基づく防犯活動の見直し、関連組織との新しい協力体制

づくりなど 

 

➢ 継続的な取り組みを実践していくため、地域コミュニティーや近隣居住者

が連携・協力し地域管理していく体制を構築していくことが望ましい。 

 

➢ さらに、継続的な取り組みの中で、隣接地域や関係団体と連携・協力して

いくことで、取り組みが広がっていくことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コラム：地域の防犯診断の方法 

➢ 地域の防犯診断は、実際に地域を点検して歩く方法（まち歩き）が一般的である。

点検した結果を地図上に情報として記載し「防犯マップ」としてまとめる。 

【点検時に留意する視点】 

→ 発生しうる事件・事故を想像する（被害の対象となる人・ものの有無、犯罪

の種類の想定など）。 

→ 防犯設計の原則に基づき空間のチェックを行い、事件・事故が発生する可能

性を考える。 

→ 夜間や通勤・通学時間帯などによって環境が変わるかを考える。必要に応じ

て時間帯を変えて再度点検を実施する（暗がり診断などの実施）。 

 

➢ 治安対策専門員、防犯推進員（区非常勤職員・警察官 OB）の同行や、まち歩き

後の参加者同士が意見交換などにより、点検の内容がより深まると考えられる。 
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■コラム：「エリアマネジメント」の取り組み 

➢ 「エリアマネジメント」は「地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上

させるための、住民・事業主・地権者等による主体的な取り組み」と定義され、

環境や安全・安心への関心、維持管理・運営の必要性、地域間競争の進行に伴う

地域の魅力づくりの必要性などの背景から、近年注目されている取り組みである。 

➢ エリアマネジメントに取り組んだ地域では、快適な地域環境の形成とその持続、

地域活力の回復・増進、資産価値の維持・増大、住民・事業主・地権者等の地域

への愛着や満足度の高まりなどのメリットが得られるとされている。 

 

【エリアマネジメントのイメージ（戸建て住宅地の例）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「エリアマネジメントのすすめ」国土交通省土地・水資源局 
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3． 防犯に配慮したまちづくりの実践 

 

（１）防犯に配慮された市街地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 道路、公園とその周辺環境 

a） 道路や公園は、基本的に誰もが利用でき、犯罪を企てる者の利用を妨げることが

出来ない。よってまず、そこで犯罪が発生しないよう、防犯に配慮した犯罪の発

生しにくい施設整備を行なう必要がある。 

b） また、犯罪を企てる者が住まい等に接近する経路ともなるため、周辺環境と一体

となって、みんなで見守る環境づくりを推進することが求められる。 

 

 

団地内の 

広場や通路 

道路と 

沿道環境 

住宅地の 

街なみ形成 

公園とその

周辺環境 

見通しの確保された道路、公園とその周辺環境イメージ（出典：参考文献(2)） 

建設中の現場 

駐車・駐輪場 

公共空間に向く窓 

公共空間に向く窓 

透過性の高い店舗 

見通しの良い公園 

死角の解消 

見通しの良い住宅外構 

私有地 道路 公園 私有地 
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② 集合住宅と団地内の広場や通路 

a） 防犯に配慮した建物や住戸とするとともに、駐車・駐輪場や広場・環境緑地、通

路等の各施設それぞれが犯罪の発生しにくい施設となるよう整備する必要がある。 

b） 敷地内の広場等を用いてコミュニティー活動を行い「顔が見える」ようにしてい

くとともに、多様な施設間の相互の見通しが確保できるような配置計画の検討が

求められる。なお、防災やプライバシー保護などには十分に配慮する必要がある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 住宅地の街なみ形成 

a） 宅地割りや住まいの配置の計画において、空間のゆとりの確保とそのデザインに

より、防犯性を向上させるだけでなく、良好な街並み形成を図る必要がある。 

b） 居住者の日々の暮らしの中で、外部空間での活動や近隣居住者との接触を誘発さ

せるような工夫を加え、コミュニティーの育成による防犯性の向上を目指すこと

が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ その他の施設 

a） 駐車場、駐輪場では、車や自転車などの被害対象が置かれているため、それらを

守るとともに、周辺からの自然な監視の目が届くよう計画することが求められる。 

b） 建設中の現場は、周囲から閉ざされた空間になりやすく、近隣居住者に不安を与

えやすいため、見通しや情報がオープンな空間の維持が求められる。 

団地内の広場や通路のイメージ（出典：参考文献(8)） 

 

※空間のゆとり確保やコモンスペースの形成

による防犯性の向上 

（左図出典：参考文献(3)、下図出典：参考文献(2)） 

道路 

コモンスペース 

フットパス 
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（２）防犯に配慮された施設 

 

① 道路 

➢ 区内には日光街道や環状７号線をはじめとする幹線道路から、住宅地内の

路地まで、幅員構成や使われ方が異なる道路がある。 

➢ 道路の特性に十分に注意しながら、以下の事項に配慮し、十分に防犯性を

確保する必要がある。 

 

（道路に係る配慮すべき事項） 

a） ガードレールの設置、道路交通環境の整備等の観点から必要な範囲において植栽

の設置その他の適切な方法により犯罪企図者からの接近の制御を図る。 

b） 通行人や周辺住民からの見通しに配慮して、配置や樹種の選定にあたるものとし、

例えば視線の高さよりも上に樹冠のある高木や視線よりも低い樹種を選定し、視

線を連続して遮らない配置等を考慮する。 

c） 夜間において人の行動を視認できるよう、光害に注意しつつ防犯灯、街路灯等に

より必要な照度（平均水平面照度が概ね３ルクス以上）を確保する。 

d） 地下道等で犯罪発生の危険が大きいものについては、できる限り防犯カメラその

他の防犯設備を設置する。 

 

 

 

 

 

道路の整備イメージ 

道路交通環境の整備 

 

見通しの確保 

街路灯や 

防犯カメラ等 
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② 公園 

➢ 管理者が常駐する大規模な公園だけでなく、住宅地内の暮らしに身近な公

園・プチテラスにおいても、以下の事項に配慮し、十分に防犯性を確保す

る必要がある。 

 

（公園に係る配慮すべき事項） 

a） 公園の周囲における植栽について、通行人や周辺住民からの見通しに配慮して、

配置や樹種の選定にあたるものとし、例えば視線の高さよりも上に樹冠のある高

木や視線よりも低い樹種を選定し、視線を連続して遮らない配置等を考慮する。 

b） 公園の内部において植栽、遊具等により見通しの悪い空間ができないように配慮

する。 

c） 公園内で死角になる部分等については、防犯カメラ等を設置する。 

d） 夜間において人の行動を視認できるよう、光害に注意しつつ防犯灯等により必要

な照度（平均水平面照度が概ね３ルクス以上）を確保する。 

e） 公衆便所は危険の大きい場所になりがちであるので、次に定める項目に配慮する。 

➢ 周辺の道路、住宅等からの見通しを確保する。 

➢ 建物の入口付近及び内部において、人の顔及び行動を明確に識別できる程度

以上の照度（平均水平面照度がおおむね 50 ルクス以上）を確保する。 

f） 児童遊園やプチテラス等の住宅地内における身近な公園については、近隣住民が

日常管理に参加し、自然な見守り活動等ができるよう措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公園の整備イメージ 

見通しが確保可能な配置

夜間の照度確保 

死角をつくらない見通しを確保した植栽 

夜間の照度確保 

周辺から見通せると

ころへの遊具の配置 

防犯カメラ等設置 

地域管理花壇 
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③ 駐車場・駐輪場 

➢ 近年、土地の有効活用を目的に民間駐車場等が増加している。こうした身

近な駐車場が犯罪の温床とならないよう、以下の事項に配慮し、十分に駐

車場の防犯性を確保する必要がある。 

 

（駐車場に係る配慮すべき事項） 

a） 駐車場の外周のフェンス、柵等はできる限り見通しの良いものとして周囲からの

見通しを確保する。 

b） 管理者等が常駐若しくは巡回し、又は防犯カメラその他の防犯設備を設置する。 

c） 見通しが悪く、かつ、死角が多い箇所にはミラーや防犯カメラを設置する。 

d） 駐車場の外周において柵等により周囲と区分し、可能であれば出入り口には自動

ゲート管理システムの設置、管理人の配置等を行う。ただし、その柵等が隣接家

屋の２階等への侵入経路とならないように注意する。 

e） 夜間において人の行動を視認できるよう、光害に注意しつつ必要な照度（平均水

平面照度が概ね３ルクス以上）を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

駐車場の整備イメージ 

 

 

 

 

 

見通しの良いフェン

ス、柵等の設置 

夜間の照度確保 

防犯カメラ、その他

の防犯設備 

 

ミラー等の設置 

（死角への対応） 

自動ゲート 

管理システム 
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➢ 区内では、自転車盗による被害が最も多くなっている。今後被害を減少さ

せていくため、以下の事項に配慮し、十分に駐輪場の防犯性を確保する必

要がある。 

 

（駐輪場に係る配慮すべき事項） 

a） 駐輪場の外周のフェンス、柵等はできる限り見通しの良いものとして周囲からの見

通しを確保する。 

b） 管理者等が常駐若しくは巡回し、又は防犯カメラその他の防犯設備を設置する。 

c） 見通しが悪く、かつ、死角が多い箇所にはミラーや防犯カメラを設置する。 

d） チェーン用バーラック、サイクルラック等の設置など、自転車の盗難防止措置を

講じる。 

e） 駐輪場の外周において柵等により周囲と区分し、可能であれば出入り口には自動

ゲート管理システムの設置、管理人の配置等を行う。ただし、その柵等が隣接家

屋の２階等への侵入経路とならないように注意する。 

f） 夜間において人の行動を視認できるよう、光害に注意しつつ必要な照度（平均水

平面照度が概ね３ルクス以上）を確保する。 

 

（駐輪場） 

 
                   自動ゲート管理システム（出典：参考文献(４)） 

 

（駐車場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自動ゲート管理システム（出典：参考文献(5)） 

駐輪用チェーン用バーラック 
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④ 集合住宅の整備 

➢ 多くの世帯が共同生活を送る集合住宅では、空き巣等の犯罪が同時多発的

に発生する場合もある。 

➢ 居住者の安全性と安心感を確保するため、以下の事項※に配慮し、国や都

において作成した指針等も参考に、十分に防犯性を確保する必要がある。 

 

（集合住宅に係る配慮すべき事項） 

A） 共用部分（屋内） 

a） 全ての共用出入り口（避難階段の出入り口等を含む）は、周囲からの見通しが確

保された位置とし、防犯カメラを設置する。 

b） 共用玄関は、各住戸と通話可能で通話者及び共用玄関の外側の状況を撮影・録画

可能なインターホンとこれに連動した電気錠を有した玄関扉によるオートロック

システムを導入し、共用玄関以外の共用出入り口（避難階段の出入り口等を含む）

は、自動施錠機能付の扉を設置する。 

c） 共用玄関は、人の顔及び行動を明確に識別できる程度以上の照度（平均水平面照

度がおおむね 50 ルクス以上）を確保し、共用玄関以外の共用出入口は、人の顔

及び行動を識別できる程度以上の照度（平均水平面照度がおおむね 20 ルクス以

上）を確保する。 

d） 管理人室は、共用玄関、共用メールコーナー（宅配ボックスを含む）及びエレベ

ーターホールを見通せる位置又はこれらに接近した位置に配置する。 

e） 共用メールコーナー及びエレベーターホールは、共用玄関付近からの見通しが確

保された位置に配置し、防犯カメラ等を設置する。また、人の顔及び行動を明確

に識別できる程度以上の照度（平均水平面照度がおおむね 50 ルクス以上）を確

保する。 

f） 共用メールコーナーの郵便受け箱は施錠可能なものとする。 

g） エレベーターは、かご内に防犯カメラを設置し、非常ボタンや連絡装置などを設

置する。また、かご及び昇降路の出入口の戸は、外部からかご内を見通せる窓を

設置し、かご内は人の顔及び行動を明確に識別できる程度以上の照度（平均水平

面照度がおおむね 50ルクス以上）を確保する。 

h） 共用廊下、共用階段等は、周囲からの見通しが確保された構造等とするか、防犯

カメラ等の設置により見通しを補完する対策を講じる。また、人の顔及び行動を

識別できる程度以上の照度（平均水平面照度がおおむね 20 ルクス以上）を確保

する。なお、共用階段は共用廊下等に解放された形態とする。 

i） 共用廊下、共用階段は、乗り越え等による侵入が困難な構造とする。ただし、や

むを得ず侵入が可能な構造となる場合は、道路からの見通しを確保し、面格子や

フェンス等の侵入防止用の設備を設置する。 

j） 屋上へ通じる出入り口には、扉を設置し施錠する。また、共用廊下から屋上へ、

又は屋上からバルコニー等への侵入を防止するためのフェンス等を設置する。 

k） 配管、雨どい、外壁などは、上階への足掛かりにならないよう配慮する。 
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 B） 共用部分（屋外等） 

a） 駐車場、駐輪場、歩道・車道、児童遊園、広場、緑地等は、周囲からの見通しが

確保された配置とする。なお、駐車場、駐輪場については防犯カメラ等の設置に

より見通しを保管する対策を講じる。 

b） 駐車場、駐輪場、歩道・車道、児童遊園、広場、緑地等は、人の行動を視認でき

る程度以上の照度（平均水平面照度がおおむね 3ルクス以上）を確保する。 

c） 駐車場の出入り口には防犯カメラを設置する。 

d） 駐輪場には、チェーン用バーラックの設置等、盗難の防止に有効な措置を講じる。 

e） 児童遊園、広場、緑地等の塀、柵、垣等は周囲からの見通しを確保し、死角の原

因にならないものにする。 

  C） 専用部分 

a） 住戸の玄関は、廊下、階段等から見通しが確保された位置とする。 

b） 玄関扉は、防犯建物物品等である扉（枠を含む。）及び錠を設置されたものとする。

また、ドアスコープ等及びドアチェーン等を設置する。 

c） インターホンは、住戸玄関の外側との間の通話機能を有するものであること。管

理人室が置かれている場合には、管理人室との間の通話機能を、また、オートロ

ックシステムが導入されている場合には、共用玄関扉との電気錠と連動し、共用

玄関の外側との間の通話機能を有し、通話者及び共用玄関の外側の状況の撮影・

録画機能を有するものとする。 

d） 共用廊下に面する住戸の窓（侵入のおそれのない小窓を除く。以下同じ。）及び接

地階に存する住戸の窓のうちバルコニー等に面するもの以外のものは、防犯建物

部品等であるサッシ及びガラス（防犯建物部品等であるウィンドウフィルムを貼

付したものを含む。以下同じ。）、面格子その他の建具が設置されたものであるこ

と。また、バルコニー等に面する住戸の窓のうち侵入が想定される階に存するも

のは、防犯建物部品等であるサッシ及びガラスその他の建具が設置されたもので

あること。 

e） バルコニーは縦
たて

樋
どい

、手
て

摺
す

り等を利用した侵入の防止に有効な構造を有するものと

し、バルコニーの手
て

摺
す

りは、安全性やプライバシーの確保に支障のない範囲で見

通しの確保されたものであることが望ましい。 

Ｄ） 管理等 

a） オートロックシステム、インターホン、防犯カメラ、防犯灯等の防犯設備につい

て、適正に作動しているかを定期的に点検する。 

b） 共用廊下、共用玄関等に物置、ロッカー等が置かれていることにより、死角とな

る箇所が発生しないようにすること。屋外に設置する機器が侵入者の足場となら

ないようにすること。 

c） 植栽については、周囲からの見通しを確保し、侵入者が身を隠すことが出来ない

よう、樹種の選定や位置に配慮し、定期的な剪定等を実施する。 

d） 防犯性能の高い設備や警報装置、センサーライト等の防犯器具等の導入に努める。 

e） 管理組合等を中心に、住民等による自主防犯活動を推進する。 
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※ 東京都安全安心まちづくり条例に基づく「住宅における犯罪の防止に関する指針」における

「第２ 犯罪の防止に配慮した住宅の構造及び設備等に関する基準 １ 共同住宅」及び「第３ 

共同住宅の居住者の安全を確保するための管理対策」について、各項目を整理して共通する

ものをまとめ、それぞれの要点を抜粋して作成した。（本ガイドラインにおいて取り扱う 「集

合住宅」は、上記条例の共同住宅に準ずるものとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出入り口は 

見通しを確保する 

（出典：参考文献(3)） 

共用部分から専用部分に 

侵入しにくい措置をとる 

（出典：参考文献(3)） 

窓に 

防犯性の高いガラスを使用 

（出典：参考文献(3)） 
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集合住宅の種類 

（共同住宅 および 

「足立区集合住宅の建築及び管理に関する条例」に準ずる集合住宅） 

 

□ワンルームマンション 

・用途が共同住宅 

・住戸の無い地階を除く階数が３階以上 

・ワンルーム形式住戸の数が１５戸以上 

・総住戸数の３分の１以上がワンルーム形式住戸 

 

□ファミリーマンション 

・用途が共同住宅 

・住戸の無い地階を除く階数が３階以上 

・住戸の数が１５戸以上 

・ワンルームマンション及び企業等の寮に該当しないもの 

 

 

□企業等の寮 

・用途が共同住宅 

・住戸の無い地階を除く階数が３階以上 

・住戸の数が１５戸以上 

・利用形態が一企業等や学生の寮・サービス付き高齢者向け住宅 

 

□特定寄宿舎 

・用途が寄宿舎 

・住室の無い地階を除く階数が３階以上 

・住室の数が１５室以上 

・利用形態が寮・シェアハウス・サービス付き高齢者向け住宅 

 

□特定長屋 

・用途が長屋 

・住戸の無い地階を除く階数が２階以上 

・住戸の数が１０戸以上 

 

 

※ワンルーム形式住戸とは、住戸 専用面積が４０㎡未満の住戸のこと。 
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⑤ 住宅地開発 

➢ 住宅地開発は、市街地の身近な基盤整備を行うことから、安全・安心な市

街地を実現するために、以下の事項に配慮し、十分に防犯性を確保する必

要がある。 

 

（住宅地開発に係る配慮すべき事項） 

A） 宅地開発に関する事項 

a） 通過交通を抑止する道路においては、進入部に狭窄等を施すなどにより、進入し

づらい空間とする。 

b） 通過交通の速度を抑えるため、狭窄、シケイン、イメージハンプなどを設置する。 

c） 交差点では隅切りを設置する。 

d） 囲障は、敷地内のプライバシー確保と侵入の抑止に配慮しながら、敷地内外への

見通しを確保したものとする。 

e） 公園・環境空地等を設置する場合は、内外からの見通しを確保する。 

f） ゴミ集積場や公園・環境空地等のスペースに掲示板を設置するとともに、防犯に

配慮していることを掲示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舗装面を変えたりシケイン・隅切りを設置

した道路。「防犯モデル道路」の看板も設

置されている。 

見通しを確保した囲障のイメージ 

住宅の室内からは道路等が見通せるが、道

路側からは自然には住宅内を見通すこと

が出来ない。 

（出典：参考文献(2)） 

低木と高木の組み合わせ 

見通しの確保 

人の存在がわかる程度の見通し 

（プライバシーへの配慮） 
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B） 住宅整備に関する事項 

a） 敷地境界から壁面を後退させ、見通しを確保するとともに、開口部への侵入の足

場になるようなものを置かないようにする。 

b） ドアは、防犯性の高い錠を用いるとともに、ワンドアツーロック、オートロック

などを採用する。 

c） 開口部にガラスを用いる場合には、防犯性の高いガラスを採用する。 

d） 道路に面して花壇などを設置し、日常的に敷地内外への住民の出入りがあるよう

な仕掛けをする。 

e） 室内から、庭や公共空間（道路等）が見渡せるようにする。 

f） 道路に面にして門灯を設置し、敷地内外の明るさを確保する。 

g） 録画機能付インターホンや防犯カメラ、センサーライトなどの機器を効果的に設

置する。 

h） 居住者等と防犯にも配慮した住環境の維持管理に関する協定を締結する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見通しを確保し、足場になるようなも

のを設置しない（出典：参考文献(3)） 

室内からの見通しも確保する 

（出典：参考文献(2)） 

 

門灯を設置して夜間でも明るくする 

（出典：参考文献(2)） 

 

道路側に面した窓 

門灯 フットライト フットライト 

玄関灯 
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⑥ 建設中の現場 

➢ 建設中の現場は、管理が不十分になりがちで、防犯上の安全性確保がおろ

そかになる場合もある。よって以下の事項に配慮し、十分に防犯性を確保

する必要がある。 

 

（建設中の現場に係る配慮すべき事項） 

a） 仮囲いと現場事務所や資材置き場等との間に離隔を取り、敷地内から隣地への侵

入を抑止するとともに、足場などが隣家への侵入経路にならないよう配慮する。 

b） ゲートの鍵の管理を徹底し、工事中以外の時間帯における敷地内への侵入を抑止

する。 

c） 透過性のある仮囲いを用いて敷地内外の見通しを確保し、死角をつくらない。 

d） 照明を設置して、夜間においての人の行動を視認できる程度以上の照度（平均水

平面照度がおおむね３ルクス以上）を確保する。 

e） 警報装置や防犯ブザー、センサーライトなどの機器を効果的に設置する。 

f） 工事に関する注意喚起と同時に、工事の情報や防犯への配慮等について掲示し、

近隣住民等にアピールすることで、工事用地への自然な監視の目を集める。 

g） ゲート付近等にガードマンを配置し、工事の上での安全性を確保するとともに、

近隣環境の見守り活動を行う。 

h） 工事着手前は、敷地前面に花壇などを設置して、一部を近隣住民のコミュニティ

ースペースとして活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

× × 

明るさの確保 × 
隣接敷地への侵入防止 

情報掲示板の設置 

建設中の現場の整備イメージ 

アクセスコントロール

とガードマンの配置 

透過性のある仮囲いを利用する 

●残存する万年塀

●暫定通路

●大規模工場跡地の様子

●メッシュ素材を使用した仮囲い●透明素材を使用した仮囲い

コミュニティースペー

スとしての利用 
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４．防犯に配慮したまちづくりの実現に向けて 

 

➢ 本ガイドラインの内容を踏まえ、各種制度の中に防犯に配慮した内容を取

り込むことで、防犯に配慮した市街地の実現を目指す。 

 

（1）道路や公園等の公共施設 

➢ 「足立区環境整備基準」や「足立区公共施設等整備基準」において、本ガイ

ドラインの内容を踏まえた基準を設け、それに準拠した整備を指導等するこ

とにより実現していく。 

 

（2）集合住宅や駐車・駐輪場 

➢ 本ガイドラインの作成にあたり参考にした、東京都安全安心まちづくり条

例に基づく各指針に基づき設置されている「東京防犯優良マンション等審

査基準※」に準じた整備により実現を目指す。 

➢ 上記審査基準を満たしたマンションや駐車場を登録する「東京都防犯優良

マンション・駐車場登録制度※」の活用を促進する。 

※ 東京防犯協会連合会 HP（http://www1m.mesh.ne.jp/TOBOREN/）参照 

 

（3）住宅地開発 

➢ 「足立区宅地開発事業調整条例」における本ガイドラインの内容を踏まえ

た基準に基づく指導等により実現していく。 

➢ 本ガイドラインの作成にあたり検討した「防犯環境を良好に維持するため

の基準」を満たす宅地開発について「5 足立区防犯設計タウン認定制度」

に基づき認定※し、防犯上優良な市街地形成を促進する。 

※ P.3１「防犯環境を良好に維持するための基準」によって判定 

 

（４）既成市街地 

➢ 住民、区、専門家によるまち歩きなどの防犯診断や区民等が主体的に検討

した内容について「防犯まちづくり推進地区における基準」を満たす既成

市街地の町会・自治会について「６ 足立区防犯まちづくり推進地区認定

制度」に基づき認定※し、地域の更なる防犯活動の活性化を促進する。 

   ※ P.3２「防犯まちづくり推進地区における基準」によって判定 

 

（５）建設中の現場 

➢ 本ガイドラインを建築及び開発関係窓口において広く申請者等に周知し、

現場監理における防犯配慮の方法を周知することで、建設中の現場におけ

る防犯配慮を促進する。 
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５．足立区防犯設計タウン認定制度 

 

（１）背景 

民間による大規模開発は、住棟の配置や道路･通路の計画等、防犯環境にと

っての根幹的な要素を当初から取り込む絶好の機会であり、ライフサイクル

で考えた場合でも効率的である。また、ルール化した防犯設計に関する基準

は、住民団体による継続的な運用・実践を促す必要があることから、計画の

初期段階から事業者と協議を行い、周辺地域にとっても安全・安心なまちと

なるよう、具体的な制度づくりを行うこととした。 

 

（２）認定の考え方 

防犯設計は防犯環境設計の「視認性の確保」「領域性の強化」「接近の制御」

「被害対象の強化・回避」という、４つの手法を組み合わせて実施すること

が原則である。 

特に宅地開発事業については、面的に防犯に配慮した基準がないことから、

以下の A～P の５項目の対策を基本として、足立区独自の「防犯設計タウン」

認定制度を設け、防犯対策の向上を推進する。 

A 住民団体の設立 

コミュニティー形成のため、既存町会・自治会の加入又は住民団体の設

立、ルール化の方策として任意協定等を策定。 

B 地区の防犯設計 

共同管理部分などにおいて、みんなで行う活動を任意協定にて結び防犯

活動の向上。 

C 各戸の防犯設計 

防犯建物部品の使用による各戸の防犯性の向上。 

R 道路に関する防犯設計 

道路交通の制御、防犯カメラの設置などによる道路部分に関する防犯性

の向上。 

P 公園に関する防犯設計 

見通しの確保、照度の確保、防犯カメラの設置などによる公園部分に関

する防犯性の向上。 

 

（３）制度の概要 

足立区防犯設計タウン認定要綱の別表第３『防犯環境を良好に維持するた

めの基準』（ｐ.３１）の達成度を基準として認定する。 
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事務の流れ 

① 足立区宅地開発事業調整条例の事前協議時 

宅地開発事業者等に制度の説明・基準を示し、申請を促す。 

『防犯環境を良好に維持するための基準』に基づき、宅地開発事業の生活 

道路、宅地割り等の計画段階で、基準の具体的な協議を働きかける。 

② 足立区宅地開発事業調整条例の適合通知後 

申請者（宅地開発事業者等）から提出された認定申請書に基づき、『防犯

環境を良好に維持するための基準』を達成しているか、認定委員会を開催

し、審査を行う。区長はその結果を申請者へ通知する。 

基準に適合する旨の通知を受けた場合は、申請者は、販売資料等に『足立

区防犯設計タウン認定取得予定』であることを表記することができる。 

 

開発事業の施工 

 

③ 事業の完了時 

基準に適合する旨の通知を受けた建築物等が竣工した場合は、検査を行う。 

このとき、将来管理者等の完了検査の結果も考慮する。 

④ 認定書の交付 

検査の結果、基準に適合する旨の通り整備されたものについては、足立区 

が認定書を交付する。 

認定書の交付を受けた宅地開発事業については、申請者及び居住者は足立 

区防犯設計タウン認定制度に適合した宅地開発事業である旨の表記及び 

認定マークを使用することができる。 

なお、申請の内容に変更が生じた場合や不適切な販売活動があった場合は、 

再審査を実施する。 

 

（４）認定の申請を申出た、500 ㎡に満たない開発事業や、既に完了している宅

地開発事業について 

認定制度をより開かれた制度とするため、500 ㎡未満の開発であっても事

業者が本制度に同意し足立区の考えに沿って宅地開発事業を実施しようとす

る場合は、500 ㎡～999 ㎡の基準を準用し、申請を行うことができるもの

とする。 

また、既に事業が完了している宅地開発地で関係住民の合意が形成されて

いる場合は、当該宅地開発地の規模に対応した基準を準用し、申請を行うこ

とができるものとする。 
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（５）他の制度との関係 

足立区防犯設計タウン認定制度は、防犯設計を実現した宅地開発事業を認

定するもので、平成 16 年「東京防犯優良マンション・駐車場登録制度（（財）

東京防犯協会連合会）」とは趣旨、対象を異にしており、制度的な競合はない。 
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６．足立区防犯まちづくり推進地区認定制度 

 

（１）背景 

    足立区の大部分を占める既成市街地には、防犯設計における防犯性強化の取

組みが重要である。 

このため、新規開発地区を対象とした「防犯設計タウン認定制度」に準ずる 

ような、本ガイドライン P.6「２．防犯に配慮したまちづくりの進め方、（２） 

基本となる検討のステップ、②既成市街地における検討」に位置づく具体的な 

制度づくりを行うこととした。 

 

（２）認定の考え方 

① 防犯設計は防犯環境設計の「視認性の確保」「領域性の強化」「接近の制御」

「被害対象の強化・回避」という、４つの手法を組み合わせて実施するこ

とが原則である。既成市街地は、この原則の中の「視認性の確保」「領域性

の強化」に力点を置くことが特徴となる。 

② 地域住民主体の防犯活動を実施するため、町会・自治会別の犯罪実態や防

犯環境等を把握するとともに、具体的な行動計画を策定するなど、地域の

「わがまち意識」醸成に努める制度とする。 

③ 地域の防犯性向上を目的として実施している「まちの防犯診断」を契機に、

すでに実施している地域の防犯活動に加え、犯罪を起きにくくするための

環境整備に取り組み、更なる防犯活動の活性化を促進する。 

④ 町会・自治会を中心とした既成市街地について、足立区独自の「防犯まち

づくり推進地区」認定制度を設け、防犯対策の向上を推進する。 

 

（３）制度の概要 

足立区防犯まちづくり推進地区認定要綱の別表第３『足立区防犯まちづくり

推進地区における基準』（ｐ.３２）の達成度を基準として認定する。 

事務の流れ 

① 事前相談 

町会・自治会等からの相談や申し出に対して、防犯まちづくり推進地区認

定制度の説明や基準を示し、申請を促す。 

② 防犯まちづくり推進地区認定の申込み 

認定申請書により行うものとする。 

③ 申込みされた町会・自治会との取組み 

a）まちあるき＆意見交換会 
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 ・防犯まちづくり講義 

・地区を歩き、良い点、改善が必要な点の確認 

・結果を地図にまとめ、地区の将来像についての意見交換 

b）防犯まちづくり憲章の作成 

・まちあるき＆意見交換会で出された意見の整理 

・『足立区防犯まちづくり推進地区における基準』を達成できるよう地区に 

ふさわしい「防犯まちづくり憲章」の作成 

④ 認定の審査 

地区で作成した「防犯まちづくり憲章」が『足立区防犯まちづくり推進地

区における基準』を達成しているか、認定委員会を開催し審査を行う。 

⑤ 認定書の交付 

申請結果が『足立区防犯まちづくり推進地区における基準』を満たしてい

る場合は、足立区が認定書を交付する。 

   

 

 

⑥ 防犯まちづくり実践 

足立区防犯まちづくり推進地区として活動を実践し、認定から５年後を目

途に「防犯まちづくり憲章」の継続又は見直し 
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（６）「防犯に配慮した住まいとまちづくり」 

青森県県土整備部（H16.10） 
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※インターネット環境により、各サイトへのアクセスに時間がかかる可能性がござい

ます。大変恐縮ですが、あらかじめご了承いただけると幸いです。 

 また、（３）の書籍に関しては蔵書されている図書館が表示されます。 
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【防犯環境を良好に維持するための基準】 

 

 

別表３（第６条関係） 
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【足立区防犯まちづくり推進地区における基準】 
別表３（第６条関係） 


